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1．はじめに
　2017 年６月 19 日、韓国の文在寅大統領は「脱原発」を宣言し、「新規の原発建設計画は全面
的に白紙化する」と述べた。これは、日本の 2011 年３月 11 日の東日本大震災以降、「脱原発」
への要請が高まってきたことに影響を受けたものであると考えられる。今では多くの人が、原子
力は安全なエネルギー源ではないという認識を持っている。ただし、具体的な代替案を示さない
ままの宣言は時期尚早であった。新規の原発建設計画の白紙化に対する賛否投票が行われたが、
結果的に中止されていた原発建設については再開することになった。これにより一時的に電力供
給が不安定になった。
　韓国は、不安定な電力供給により、何回かのブラックアウトを経験した。2011 年のブラック
アウトの原因は、需要予測の失敗が原因であるといわれている。これは、電力料金が安いため、
節電しようという意識が不足し、需要が大幅に伸びたためであろう。また、2013 年の夏、韓国
では連日猛暑が続き、政府は電力不足によるブラックアウトを憂慮し、国民や企業に強く節電を
呼びかけた。2017 年の冬には、最強寒波により電力需要が高まったことから、韓国政府は電力
使用の自粛を７回も呼びかけた。さらに、今年の夏は、猛暑による冷房機器使用の急増による国
民の負担を軽減するため、７月から８月の電力料金の引き下げを発表した。これは、昨年、家庭
部門の電力料金の累進制が改編されたときの、国民から心配の声を受け、政府と与党が合意し、
一時的に累進制度を緩和、電力料金の負担を軽減させようとしたためである。
　電気は我々が生活をするために欠かせない重要なものである。しかし、電力は貯蔵が不可能で
あり、生産と消費が同時に行われるという特性があることから、予想外の需要の増加に対応しに
くい。そのため、安定的な電力供給のためには、体系的なシステムが必要である。不安定な電力
供給は、人々の生活をはじめ、韓国の経済成長にも大きい影響を与える。安定的に電力を供給
し、ブラックアウトの発生を防ぐためにも、需要予測をはじめ、発電所の確保など電力産業の構
造の再点検が必要であると思われる。
　韓国の電力産業も、安定的な電力供給およびサービスの質の向上を最優先する必要があるた
め、独占的な運用のシステムから、競争的な運用のシステムへと転換を試みた。2001 年には電
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力自由化という構造改編を積極的に行った。当時、全４段階のプロセスにより推進されていた
が、第２段階の途中で電力自由化の計画は中断され、現在は中途半端な状態のまま運用されてい
る状況である。
　本稿では、韓国において電力自由化はどのような意味を持つのか、電力自由化の成果はあった
のかなど韓国の電力自由化について再考察していく。また、今後の韓国の電力産業のあり方につ
いても考察する。
　
2．韓国のエネルギーの状況
　韓国はほとんどのエネルギーを輸入しており、2016 年度基準の輸入依存度は 94.7％という高
い割合となっている。図１は、韓国の第一次エネルギー消費量の割合を示している。2017 年度
の韓国の第一次エネルギー消費量は 295.9 百万 toe であった。割合が大きい順に、石油が 129.3
百万 toe で 42.7％、石炭が 86.3 百万 toe で 28.5％、天然ガスが 42.4 百万 toe で 14.3％、原子力が
33.6 百万 toe で 12.8％、再生エネルギーが 3.6 百万 toe で 1.5％、水力が 0.7 百万 toe で 0.2％とな
る。
　また、総発電量は 540,441 GWh であり、図２は、2016 年度電力におけるエネルギー源別の
割合を示している。石炭が 213,803 GWh で 39.6％と一番高く、次に原子力が 161,995 GWh で
30.0％、LNG が 120,852 GWh で 22.4％、石油が 14,221 GWh で 2.6％、再生エネルギーが 22,936 
GWh で 4.2％、水力発電が 6,634 GWh で 1.2％である。主なエネルギー源は石炭および原子力で
あることがわかる。
　このような状況から、文在寅大統領の「脱原発」宣言と「新規の原発建設計画は全面的に白紙
化する」という方針は、原子力は安全性が低いエネルギー源であるという観点からは望ましい
が、適切な代替案がないままでは電力需給に困難を招くことになってしまい、ブラックアウトに
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陥る可能性も高い。原子力発電量 30.0％という割合は高く、その発電量を補うための代案を考え
る必要があると思われる。
　2017 年末、韓国の政府も「脱原発」の方針を反映して第８次電力需給基本計画（2017 年～
2031 年）を発表した。基本計画の主な内容は、原子力発電所と石炭発電所を段階的に減らし、
新・再生エネルギーを中心に拡大していくことである。具体的には、原子力発電所について
は、６基の新規建設を白紙化し、老朽化した発電所の 10 基（発電量 8.5GW）の寿命延長を中
止することを発表した。これにより、2017 年度基準の原子力発電所の 24 基（発電量 22.5GW）
が、2030 年までには 18 基（発電量 20.4GW）へと減る予定である。石炭発電所の場合は、老
朽化した発電所７基（発電量 2.8GW）を廃止し、６基は LNG へと転換、そして７基（発電量
7.3GW）の新規建設を計画している。新・再生エネルギーの場合は、太陽光と風力を中心にして
2017 年度基準 11.3GW の発電量が 2030 年までには 58.5 GW へとなるよう、発電量 47.2 GW とい
う大規模な新規建設を計画しており、新・再生エネルギーの拡充に力をいれようとしている。さ
らに、分散型電源にインセンティブを強化することを定め、計画としては 2017 年度の 11.2％か
ら、2030 年には 18.4％への増加を目標としている。
　第 8 次電力需給基本計画（2017 年～ 2031 年）によると、原子力発電量は、2017 年の 30.3％か
ら 2030 年は 23.9％へ、石炭発電量の場合は、2017 年の 45.4％を 2030 年には 36.1％へ、新・再
生エネルギーの発電量は、2017 年の 6.2％から 20.0％へと割合が変化することになる（表１）。
　「脱原発」のためにも、エネルギーシフトは積極的に推進するべきである。徐（2017）は、原
図 2. 2016 年度 電力におけるエネルギー源別発電量
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表１．発電量の展望
年度 原子力 石炭 LNG 新・再生エネルギー その他 合計
2017 30.3％ 45.4％ 16.9％ 6.2％ 1.2％ 100％
2030 23.9％ 36.1％ 18.8％ 20.0％ 1.2％ 100％
（出所）第８次電力需給基本計画より筆者作成
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子力発電によるリスクを避けるため、そして CO2 排出量を減らすために、その発電量を補うた
めの代案として、安全性が高いエネルギー源として天然ガス（シェールガス）を使用することが
最適であると言及した。CO2 排出量を減らすとともに原子力による様々なリスクを最小化するた
め、４つのシナリオを挙げ、石炭発電量と原子力発電量を減らすことを提案し、減らした分を補
うためにどのくらい LNG 量を増やすべきかを検討した。シナリオの一つは石炭発電量を 20％削
減し、原子力発電量を 10％削減するものであり、もう一つは石炭発電量を 20％削減し、原子力
発電量を 20％削減する案であり、それぞれについてシミュレーションを行った。その結果、前
者では 19,624 千トン、後者では 24,670 千トンの LNG の増加が必要となった（2013 年度基準）。
これは、LNG に焦点をおいて代替案として提案しただけのものである。
　
3．先行研究
　韓国の電力自由化に関する研究は数多くある。しかし、自由化の効果については、肯定的な
ものより問題点を指摘する研究結果のほうが多い。高橋（2011）は、電力自由化の目的について
「電力市場の拡大が安定的な電力のシステム体系になり、効果的な資源の配分ができるようにな
る。これにより、不要な供給設備が廃棄されて供給コストが低減することになる。結果的には電
力料金のコスト削減につながる」
(1)
と述べている。伊藤（2012）も、電力自由化の経済的効果に
ついて、競争効果がある、すなわち独占であった発電部門と小売部門での競争が促され、電力価
格が引き下げられると主張している。
　しかし韓国の場合は、電力自由化を行う以前から、電力料金が原価より安く設定されていた。
そのため、韓国電力公社（Korea Electric Power Corporation、以下 KEPCO）は長年の間、赤字
を抱えてきた。Yoo（2005）は、一般物価水準を安定させるため、電力料金が政府により設定さ
れていることが、消費者が電力を浪費するのを促すことになると指摘した。このように、韓国の
電力政策は、電力自由化の結果として電力料金コストが削減され、電力価格が引き下げられると
いう電力自由化の流れからはかけ離れたものである。　
　そもそも韓国の電力産業の構造改編はどのような方向性を持つべきだったのかについて、林
（2004）は、安定的な需給システムの統合性を維持するためには、垂直統合された電力会社間の
競争と新規参与を促すべきであると主張した。そのため、数多くの電力会社の存在と競争システ
ムの市場構築が必要であり、競争が促進されれば、電力料金の値下げが期待されるという。これ
に対して、金（2002）は、クルーノーモデルを用い、競争的な電力市場でのプール市場価格の予
測について分析した。その分析結果によると、発電子会社の間に暗黙の談合が存在する場合、市
場価格は値上がりする可能性が高く、また発電子会社の利潤が増大する可能性が高いという。そ
れを防ぐためには、市場監視および規制の強化が必要であると指摘した。しかし、韓国の電力産
(1)　高橋洋（2011）『電力自由化』日本経済新聞出版社、pp.73-75.
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業は、KEPCO から６つの子会社に分離されたが、競争体系ではなく、また第３者への売却もさ
れず、いまだに KEPCO の子会社として存在しており、かつての垂直統合のままの運用体系とな
っている。
　このように、電力自由化が計画通りにいかず、中断された背景について、金（2008）は、発電
労働組合の反発が大きかったことを挙げている。2003 年に新しい政権に変わり、労働組合は電
力産業の構造改編は職場の安定性を脅かす可能性があると主張した。政府もそれらの意見を受け
入れ、電力産業の構造改編の中断を決めた。もちろんそれだけではなく、政府の電力自由化への
推進意欲の喪失や専門家の対応力の不在、電力消費者の無関心などがあると指摘した。また、金
（2008）は、構造改編した後、発生した問題の原因について、①サービス改善など競争により得
られるメリットがなかった、②韓国電力取引所（Korea Power Exchange、以下 KPX）が十分に
役割を果たせなかった、③電力産業基盤助成基金の役割と活用に問題がある。さらには、④エネ
ルギー市場の環境変化による規制機能の再調整が行われなかったことを挙げた。
　これらのことから、電力産業の構造改編後、電力市場には様々な問題が発生したことがわか
る。これに加えて、南（2013）は、設備不足の問題、発電機不足の問題、需給の危機状況が長期
化される問題、電力過消費の問題、累積赤字、発電子会社の非効率的な経営や頻繁な事故などを
指摘した。
　張（2014）は、韓国の電力需給の現状において、構造的な問題をあげた。具体的には①需要と
供給の増加の速度の不一致、②生産地域と消費地域の不均衡、③燃料源の多様性の不足、④発
電設備の偏重などがある。さらにこれらを改善する方法としては、まず、電力消費と関連した
制度、技術、価格を包括的に見直すこと、次に、発電所の立地分散を通じて地域別の電力の支給
率向上を図ること、また、多様なエネルギー源を開発し、燃料源の多様化を追求すること、さら
に、発電設備が容量別、形式別に偏重している状況を緩和することが必要であると主張している。
　これ以外にも、とりわけ電力取引についての問題を多くの研究者が指摘した。電力取引市場
は、変動費反映市場（Cost Based Pool、以下 CBP）で運用されている。しかし、CBP は競争が
制限されていたり、需給による価格が決定されなかったりすることから、一般的な市場価格のシ
ステムではないといえる。趙（2007）は、電力運営体系の大きな特性は CBP であるが、問題点
は、実際に運転をしていない発電機にも運転をする発電機と同様の容量価格が支給されていた
ことであると指摘した。金・孫（2008）は、容量価格（Capacity Price、以下 CP）の決定と精算
単価が制度の変化により、どのような要因によって決定されてきたのかを分析した。CP は容量
により価格が決定されるのではなく、燃料価格の状況により影響を受けることがわかった。ま
た精算調整係数
(2)
が基底負荷発電の精算単価に影響を与えてきたこと、さらに、収支の不均衡の
(2) これは、電力市場を経済的に運営するため変動費（発電原価）が低い発電機から発電順位を決め、変動費が
一番高い発電機の変動費（市場価格）で補償する電力市場である。電源別の発電差益の一定部分だけを支給し、
KEPCO と発電子会社の財務均衡を図るためのものである。
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問題を解消するため、系統限界価格（System Marginal Price、以下 SMP）と実際の変動費の適
用比率を調整したことがわかったという。安・姜（2014）は、SMP について、価格衝撃（Price 
Spike）が許容されてないため、その変動性は抑制されていると指摘した。
　金他（2015）は、CP を一括で支払うシステムから成果により支払うシステム、すなわち成果
制
(3)
へと転換する必要があると指摘した。「方法として、まずピーク時および低予備率の時間帯
の入札率を反映する方法をあげた。これは電力が足りない時間帯に入札をし、電力供給の安定を
図り、その発電機にインセンティブを提供するためである。次に、給電指示に従って発電実績を
反映する方法である。これは電力取引所の給電指示を履行した発電実績を反映し、系統運営の効
率性と安定性を高めるためである。最後に、発電機の寿命期間を反映する方法である。寿命期間
内には、決まった容量料金を支払い、寿命期間が終わったら、徐々に削減した料金を払い、発電
機の退出を誘導する方法である」
(4)
とし、このように CP の制度を改善すべきであるという。
　このように、CBP 市場での取引上の問題を解決するため、2017 年に電力取引所も容量価格の
制度の改正を発表した。詳しい内容は、5. 電力取引市場の変化のところで述べる。
　
4．韓国の電力自由化の経緯
　1990 年代、世界の潮流となった公企業の民営化の影響を受け、公企業に対して規制緩和が開
始された。また、1997 年にはアジア通貨危機が発生し、それを克服するため、金融、企業、公
共、労働の４つの部門での構造改革が進められた。電力産業の構造改編に関する議論は 1970 年
代の後半からあったが、本格的に議論が始まったのは 1990 年代初頭である。1998 年 7 月には政
府が公企業の民営化方針を発表した。1999 年１月、「電力産業の構造改変の基本計画」
(5)
が発表
され、これにより、2001 年４月、KEPCO は政府が 51％の株を保有し、他は民間資本の投資を
誘導する目的で構造改革が行われた。電力産業の改革は、基本案により 4 段階のプロセスで進め
られた。電力産業の構造改編の基本計画の内容は、以下の通りである。
　
電力産業の構造改編の基本計画の内容
(6)
（１）基本方向
　送電網を除外した発電、配電、販売事業に競争体系を導入する法案を作ることである。短期
的には、2002 年まで発電部門を分割し、競争を導入し、発電原価の節減を図る。長期的には、
(3) これは、発電機が消費者に寄与する程度や電力系統に寄与する程度によりインセンティブを払う制度である。
(4) 金デウク・金クァンイン・趙ソンボン・崔ウジン（2015）「わが国の電力市場の容量料金制度の改善方案に関す
る研究」『エネルギー経済研究』第 14 巻、第３号、p.303.
(5) 電力産業の構造改編についての海外諮問機関として、アメリカの Andersen Consulting 社、FEMA Consulting、
イギリスの Schroder 社、NERA、豪州の Freehill Hollingdale & Page 社が選定された。
(6) 産業支援部が 1999 年１月に発表した「電力産業の構造改編の基本計画」pp.3 -9.
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2009 年まで配電および販売部門に競争を導入し、民間企業の参入を促進することである。
（２）推進計画
１）第１段階 （1999 年１月～ 2001 年４月）
　発送配電を独占した形であり、一部の民間資本の独立発電事業者（Independent Power 
Producer、以下 IPP）が KEPCO に電力を供給する。このとき、取引に導入される予定の CBP
の事前試験が行われた。
２）第 2 段階（発電競争段階）
　（2001 年４月～ 2004 年 3 月）
　発電部門を完全に分離し、競争を導入する。
ただし、送電、配電、販売は KEPCO が担当す
る。実際に、2001 年４月２日に、KEPCO は発
電部門を５つの発電子会社と１つの水力原子力
発電子会社の６社に分け、発送電分離を行った。
また、電力の取引を担当する KPX も設置され、
取引は CBP で運用された。さらに、韓国電力委
員会（Korea Electricity Commission、以下 KEC）が設立され、電力市場の運営や許可、監視、
消費者利益の保護などを行った。卸売は KPX が担当し、発電会社と販売事業者の間の競争入札
取引のため、電力市場を運営したり、系統運用者としてリアルタイムの競争入札による電力供給
の優先順位を決めたりした。
図 3. 第 1 段階
（出所）産業資源部（1999）『電力産業の構造改編
の基本計画』p.5.
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出所：産業資源部（1999）『電力産業の構造改編の基本計画』p.5. 
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３）第 3 段階（卸業競争段階） （2004 年～ 2009 年）
　この段階では、配電部門を KEPCO から完全に分離し、競争体制を導入し、入札の競争を行う。
また、送電網を開放し、新規参入ができるようにする。取引は双方向の入札プール（Two Way 
Bidding Pool、以下 TWBP）を導入する。さらに、配電会社に直接取引制度を認め、競争を促す。
４）第 4 段階（小売競争段階） （2009 年～）
　2009 年には、一般消費者が発電会社を直接選ぶことができるようにする。すなわち、本格的
な電力自由化が行われる。
図 5. 第 3 段階
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出所：産業資源部（1999）『電力産業の構造改編の基本計画』p.6. 
図 5. 第 3 段階 
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図 6. 第 4 段階
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　計画通りに電力自由化が行われていたら、韓国も日本のように、消費者が電力会社を自由に選
び、安定的でサービスの良い電力供給を受けられていたと思われる。日本では、1951 年に電力
自由化が推進され、垂直統合から地域独占に構造改編が行われた。現在電力会社は 10 社
(7)
あり、
各会社が発送配電に必要な設備を保有している。2000 年以降、電力小売自由化が段階的に実施
され、2016 年より家庭部門への電力小売自由化が行われている。
　山根・三野（2017）は、日本の電力小売全面自由化による効果について、①（消費者の選択肢
の拡大）電力会社の選択が可能となり、多様な料金プランが可能になる。②（電気料金の低減）
電力会社間の競争により、料金規制を撤廃し市場を監督することで、電気料金を最大限に抑制す
ることができる。③（効率的な電力消費形態）ライフスタイルに合わせることにより、省エネを
行うことができる。④（新規参入の拡大）新たな会社の参入機会が増えることを期待している
(8)
と述べている。
　韓国の電力自由化においても、これらの効果が期待されたかもしれない。しかし、2003 年以
来の第２段階のプロセスで電力自由化は止まってしまった。
　
5．電力取引市場の変化
（１）価格決定の変化
　先行研究で問題点として指摘されていた電力取引市場について詳しく検討してみる。電力取引
市場にも変化があった。表２は市場価格制度の変化を示している。変動費を基盤としている電力
取引市場は、価格ではなく容量だけを入札し発電費用を基準にして価格を決めるため、発電事業
者の間での競争は制限されている。価格決定については、2001 年から 2006 年までは、SMP と
BLMP で市場価格が決定されていた。ところが市場価格制度の変化により、2013 年以降は、適
用の対象によって、MP と PC の最小価格、MP、そして SMP に分けて市場価格が決定されるよ
うになった。また、全国的に単一系統限界価格で計算していた SMP を、2010 年より、地域別
(9)
に分けて計算するよう改正された（表２）。
　これらの方法で算出された市場価格に容量価格が加わって取引市場価格が決定される。金・
孫（2008）が指摘した精算調整係数が基底負荷発電の精算単価に影響を与えてきた点から考える
と、2008 年の市場価格制度の変化により、精算調整係数が一括で適用されていたのが、適用対
象により異なる方法で計算するようになったため、上記の問題が改善される可能性もある。
(7) 北海道電力、東北電力、東京電力、北陸電力、中部電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電
力の 10 社である。
(8) 山根宏・三野正人（2017）「電力自由化の動向と新たな電力供給ビジネス展開」『NTT ファシリティーズ研究』、
No.28.、pp.40-41.
(9) ここでいう地域は、陸地と済州島であり、大きく２つの地域に分けて異なる価格で計算している。
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（２）CP の変化    
(10)
　容量料金とは、電力市場の入札に参加した発電機に対し、該当時間の入札容量に対して、容量
価格で補償する金額である。発電機に適用している容量価格は、ピーク期間、一般期間、その
各々に対する軽負荷時間帯、中間負荷時間帯、最大負荷時間帯に分けられ、それぞれを支払うシ
ステムである。これは、発電設備に対する投資を誘導するための制度として導入された。容量市
場を通じて、固定費を回収することができるようにしている。これにより、新規投資を誘導する。
　2001 年、電力自由化が行われた後、基準容量価格は変動せずに適用されてきた。これに対し
て、金他（2015）は、長い間、容量料金が値上げしてしていなかった理由として、①ガスタービ
ンの発電機が基準になっていたこと、② 2001 年以降、電力卸売価格が持続的に上昇するにつれ
て、発電会社が容量料金の不足分については変動費の差益から十分に補償を受けていたことを挙
げている。
　2016 年に KPX は基準容量価格の算定基準を改正すると発表した。これは CP の問題を改善す
るためである。今までは単一価格で計算してきたが、改正案によると、地域別、時間帯別に差等
価格で計算することになるという。改正された CP の計算式は下記の通りである。
　
(10) 中央給電発電機とは、設備容量が 2 万 kW 以上で、発電の入札をすると同時に給電指示に従って稼動ができる
発電機のことをいう。 
                       
表 2.　市場価格制度の変化
期間 価格決定 適用対象
2001年４月２日～
2006年12月31日
BLMP（基底限界価格） 基底発電機
SMP（系統限界価格） 基底発電機を除いた発電機
2007年１月１日～
2008年４月30日
RMP（規制上限価格） 基底発電機
MP（市場価格） 一般発電機
SMP 非中央給電発電機
2008年５月１日～
2013年２月28日
MP
精算調整係数を適用する
中央給電発電機 (10) および
KEPCO 子会社
精算調整係数を適用しない
KEPCO 子会社の所有ではない中
央給電発電機
SMP 非中央給電発電機
2013年３月１日～
MIN
（MP、PC）
*PC は精算上
限価格
精算調整係数を適用する
陸地中央発電機および KEPCO 子
会社
精算調整係数を適用しない
KEPCO 子会社の所有ではない陸
地の中央給電発電機
MP 精算調整係数を適用する 済州島の中央給電発電機およびKEPCO 子会社
SMP 精算調整係数を適用しない 非中央給電発電機
（出所）電力取引所（2013）『精算規則の解説書』p.20.
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CP = RCP × RCF × TCF × FSF
CP: 容量価格
RCP: 基準容量価格
RCF: 容量価格係数
TCF: 時間帯別容量係数
FSF: 燃料転換成果係数
　
　CP は基準容量価格に容量価格係数をかけ、さらに時間帯別容量係数をかけ、最後に燃料転換
成果係数をかけると求められる。このとき、燃料転換成果係数は各発電機の発電寄与度と環境寄
与度を考慮し、CP を差等支給するためである。RCP の半分以上を占めるのは建設投資費用であ
るため、発電機の建設投資費回収率が高ければ、RCP が低くなり、反対に回収率が低いと容量
価格が高くなるといわれている。
　表３は、電力精算単価（2001 年～ 2018 年）である。電力自由化後、その他を除き、発電子会
社の精算単価が徐々に上がっていることがわかる。2012 年頃の電力の精算単価が一番高く、そ
の後、少しずつ下がる傾向が見えるのだが、再び単価が上がっている。韓国水力原子力は、2001
年の 39.8 ウォン/kWh から、2007 年には 39.9 ウォン/kWh に、2012 年には 45.1 ウォン/kWh
に、さらに 2018 年には 64.3 ウォン/kWh に上がってきた。しかし、５つの発電子会社の精算価
表 3.　電力の精算単価（2001 年～ 2018 年）
（単位：ウォン/kWh）
年度 韓国水力原子力
南東
発電所
中部
発電所
西部
発電所
南部
発電所
東西
発電所 その他
2001 39.8 49.0 51.1 58.1 51.6 56.3 69.4
2002 39.7 48.5 51.4 55.2 50.4 55.8 61.2
2003 43.4 48.8 57.3 58.3 57.6 56.4 303.0
2004 39.8 46.5 55.4 55.9 58.4 58.5 69.1
2005 39.4 48.8 61.2 60.6 63.1 61.1 79.1
2006 38.5 47.3 65.6 64.9 70.4 61.7 95.1
2007 39.9 50.0 70.0 65.7 73.9 62.6 98.4
2008 39.8 63.5 87.5 81.1 95.1 80.3 145.3
2009 36.2 64.7 84.3 86.3 87.7 78.9 124.2
2010 40.6 70.0 89.7 92.9 89.5 85.1 129.0
2011 42.8 74.2 97.3 98.0 101.5 91.9 134.7
2012 45.1 75.3 108.2 109.7 113.6 106.3 167.4
2013 45.4 67.4 101.3 102.4 108.2 97.3 159.5
2014 59.5 691 99.2 100.8 110.5 92.3 149.8
2015 65.0 73.5 88.4 91.1 92.9 86.6 116.9
2016 68.9 71.6 84.4 85.6 86.7 84.6 91.9
2017 62.2 76.4 87.5 91.6 91.0 91.9 100.6
2018 64.3 85.3 97.3 97.9 99.5 98.7 107.4
（出所）電力取引所のデータより筆者作成
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格と比べると低い金額である。また、５つの発電子会社を比べてみると、2001 年には南東発電
所が 49.0 ウォン/kWh、中部発電所が 51.1 ウォン/kWh、西部発電所が 58.1 ウォン/kWh、南部
発電所が 51.6 ウォン/kWh、東西発電所が 56.3 ウォン/kWh で、５つの発電所子会社の中では南
東発電所が一番低く、西部発電所が一番高かった。この傾向はあまり変わらないが、精算単価は
変化している。2012 年の南東発電所は 75.3 ウォン/kWh で一番低く、南部発電所が 113.6 ウォ
ン/kWh で一番高かった。
　図７は、電力の精算単価の推移を示したものである。その他
(11)
の発電所をみると、電力自由
化が行われた直後の 2003 年に 303 ウォン/kWh で、５つの発電所子会社の平均精算単価である
55.7 ウォン/kWh と比べると 5.4 倍に単価が上がっていることがわかる。その翌年からは逆に単
価が下がり、また徐々に上がっていくのだが、KEPCO の発電所子会社と比べても韓国水力原子
力を始めとした５つの発電所子会社より精算単価が高く位置づけられているといえる。
　確かに、電力自由化の直後は KEPCO の場合は赤字を抱えていたが、IPP は大きな収益を得た
といわれていた。この問題は改善され、精算単価が 2003 年のように 5.4 倍にもなることはない
が、いまだ KEPCO の発電子会社より高い単価で精算されているのは事実である。もちろん、
CP は発電入札に参加する容量に対する精算金の性格を持ち、実際の稼動可否と関係なく支払う
よう発電設備の投資を誘導するためのインセンティブであるから高く設定されていたかもしれな
い。しかしそれにより発生した収入を、IPP が再び発電設備へ投資するとは限らない。
(11) その他は、IPP を含む。
図 7.  電力の精算単価の推移
（ウォン/kWh）
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出所：電力取引所のデータより作成 　（出所）電力取引所のデータより筆者作成
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（３）政府承認差額契約の導入
　2015 年１月、政府承認差額契約（Vesting Contract、以下 VC）が導入された。VC とは、政府
が低原価の発電機を対象に承認した契約条件に従って電力の取引を行い、契約価格と市場価格間
の差額を精算する制度である。これは効率性が低いといわれてきた精算調整係数の部分を改善す
るために導入されたものである。今までは、IPP の場合、電力の予備率が下落し、SMP が上昇
しても、精算調整係数を適用しなかったため、発電子会社より収益が高かった。この VC の導入
により、これらの問題は改善されると思われる。VC は、CP を差等補償するため、長期需給契
約が可能になり、発電機の所有と関係なく発電機の特性だけを考慮され、さらに発電所間に競争
が働くといわれている。しかし、VC は KPX での電力取引が行われず、政府の規制の下で、決
まった価格を適用して電力取引が行われるため、真の競争システムが働かないことが危惧されて
いる。
　
6．今後の韓国電力産業のあり方
　韓国の電力自由化においては、成果より問題点の方が多かったことは事実である。韓国の電力
産業もそれを認識しており、とりわけ電力取引市場での問題点を優先的に改善しようと努力して
きた。変化として挙げられるのは、電力取引市場の価格決定の変更であり、具体的には市場価格
制度の改善になる SMP の改正や CP の改正、また VC の導入である。しかし、電力自由化が始
まってから 20 年近くになる今日、その方向性についてもう一度検討すべきである。電力自由化
は、部分的な問題の解決だけではなく、全体的に電力自由化が必要なのかという根本的な問題を
議論する必要があると思われる。ここで、韓国の電力産業が発電所分離以前のシステムである垂
直統合のシステムに戻ることを提案する。
　最近、再公営化の動きは世界的な趨勢となっている。これについて、矢島（2017）は、ドイツ
での電力産業の再公営化について、「過去に民営化された自治体事業の返還」であるとし、ヤン
（2014）は、ドイツの「再公営化の動向は、まさしく、生活基盤配慮の任務は私的事業ではなく
国家に任せられるべきであるというドイツ国民の広く優勢な意思に対応したものである」
(12)
と
再公営化により、政府機関から完全に私企業に委ねられた任務が、再び政府機関の責任の下に取
り戻されることになると指摘した。こうした観点から見れば、中途半端な状態である韓国の電力
産業は、再び改革をし、民間会社や発電子会社に託すのではなく、国家の管理監督下で電力供給
をしたほうが良いと思われる。電気の特殊性を考慮してみても、セキュリティの問題は何より重
要であり、安定的な電力供給をするためにも、再公営化が最善の選択肢ではないだろうか。再公
営化するための具体的な方法については今後の課題にしたい。
(12)  ヤン（2014）pp.51-52.
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